
 平成30年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～29年度）】 【30年度】 【今後予定（31年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：

: - 1 -

1-5
局・課名

1,296 1,296

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
項目 29年度予算 30年度要求額 内容・積算等

期間

事業区分 ： 新規・拡充

平成30年度要求額平成28年度決算額

事業名 母子家庭等就業・自立支援センター事業

： 子ども青少年局・子ども家庭課
　施策番号マスター

プラン
：

３つの挑戦
子育て

親支援講座の実施（新規）
弁護士相談の拡充

事業の継続

平成29年度予算額

17,865 17,861 修業相談、生活相談、就労支援講習会、プログラム策定等

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

21,876

2,000

親支援講座（新規）71

648

　H　～　H

事業

概要

ひとり親家庭の母等に対して、就労相談から就業支援講習
会の実施や職業情報の提供サービスに至るまでの一貫した
就業サービスを実施するとともに、地域生活の支援や養育費
及び生活相談等の生活支援サービスを提供し、ひとり親家庭
の母等の自立を促進し、生活の安定と児童の福祉の増進を
図る。

対象：
ひとり親家庭の父母、寡婦

内容：
ひとり親家庭の母等の家庭状況、職業適性、就業経験等に
応じ、適切な助言を行う就業相談の実施、就業に必要な知識
や技能習得を図る就業支援講習、公共職業安定所等職業紹
介機関と連携した就業情報提供など一貫した就業支援サー
ビスの提供を実施し、また、養育費等に関する相談体制の整
備や、継続的生活相談等ひとり親家庭等への総合的支援を
行う。

弁護士による養育費相談を増やすことにより、養育費相談の
強化を図る。
離婚協議の前後から、父母が子どもの福祉を念頭に置いて
離婚後の生活等を考えるための「親支援講座」を実施する。

2,000

21,55019,926

債務負担行為

委託料

弁護士相談（拡充）月2回→月3回

弁護士相談　

プログラム策定アフターケア　

011014整理番号

合計 21,161 21,876

みんなの審査会対象外

その他　特記事項

修業相談、生活相談、就労支援
講習会、プログラム策定等の実
施。養育費相談の強化。プログラ
ム策定のアフターケアの実施。


